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１. 横須賀市で暮らす障がい者の数

2019年
（H.31・ R.1）

2023年
（R.5）

身体障害者※１ 13,472 12,623

知的障害者※２ 3,298 3,596

精神障害者※３ 6,563 7,345

参考：横須賀市総人口※4 402,260 385,485
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横須賀市資料 ※1 身体障害者手帳取得者 ※2 療育手帳取得者
各年4月1日現在 ※3 自立支援医療受給者証（精神通院）交付者数 ※4 住民基本台帳

◆障がいのある人の存在を身近に感じていますか？

単位：人

◆横須賀市の施策の目指す方向

よこすか障害者計画(令和3年度～令和8年度)

「住み慣れた地域で安心して暮らしていくことのできるまち」



２. 世界の動き：障害者権利条約の概要①

◆経緯

2006年：国連総会採択
2014年：日本における批准・発効

◆内容

障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の
固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障がい者の
権利の実現のための措置等について定める条約

◆スローガン

「私たち抜きに、私たちのことを決めないで」

（Nothing about us, without us）
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自分のことは
自分で決めたい



4

第6条：障害のある女子
第7条：障害のある児童
第8条：意識の向上
第9条：施設及びサービス等の利用の容

易さ
第10条：生命に対する権利
第11条：危険な状況及び人道上の緊急事

態
第12条：法律の前にひとしく認められる

権利
第13条：司法手続の利用の機会
第14条：身体の自由及び安全
第15条：拷問又は残虐な、非人道的な若

しくは品位を傷つける取扱い若
しくは刑罰からの自由

第16条：搾取、暴力及び虐待からの自由
第17条：個人をそのままの状態で保護す

ること
第18条：移動の自由及び国籍についての

権利

第19条：自立した生活及び地域社会への
包容

第20条：個人の移動を容易にすること
第21条：表現及び意見の自由並びに情報

の利用の機会
第22条：プライバシーの尊重
第23条：家庭及び家族の尊重
第24条：教育
第25条：健康
第26条：ハビリテーション（適応のため

の技術の習得）及びリハビリ
テーション

第27条：労働及び雇用
第28条：相当な生活水準及び社会的な保

障
第29条：政治的及び公的活動への参加
第30条：文化的な生活、レクリエーショ

ン、余暇及びスポーツへの参加

２. 世界の動き：障害者権利条約の概要②

すべての人の権利



➢ 従来の障害のとらえ方は、障害は病気や外傷等から生じる個
人の問題であり、医療を必要とするものであるという、いわ
ゆる「医学モデル」の考え方を反映したものであった。一方
、障害者権利条約では、障害は主に社会によって作られた障
害者の社会への統合の問題であるという、いわゆる「社会モ
デル」の考え方が随所に反映されている。

➢ これは、例えば、足に障害をもつ人が建物を利用しづらい場
合、足に障害があることが原因ではなく、段差がある、エレ
ベーターがない、といった建物の状況に原因(社会的障壁)が
あるという考え方である。

３.「障がい」の捉え方：社会モデル

障がいは… 個人の課題 → 社会の課題
障がいのある人と,ともに暮らすことができない

社会の側に大きな問題がある！



４. 障がいのある人への差別

○ 障害を理由とする差別や偏見の有無

○ ５年前と比べて障害のある人に対する差別や偏見は改善されたと思うか
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※ 差別があるとした
者への質問

※出典：障害者に関する世論調査
(内閣府・令和４年調査)

◆差別に対する意識



• すべての国民が、障害の有無によって分け隔てられることな
く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実
現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進する

（平成25年6月制定・平成28年4月施行）

行政機関 民間事業者

【不当な差別的取扱い】
障がいのある人に対して、正当な理由がない
のに障がいがあるということで、サービスな
どの提供の拒否・制限や、障がいのない人に
は付けない条件を付けたりすること

禁止 禁止

【合理的配慮】
障がいのある人から、何らかの社会的障壁の
除去を必要とする旨の意思表示が伝えられた
とき、除去するための配慮をすること

義務
努力義務

↓
義務※

５．障がい者差別への対応

※令和6年4月～

◆障害者差別解消法



8

不当な差別的取扱い
（例）

※内閣府パンフレットより抜粋
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合理的配慮（例） ※内閣府パンフレットより抜粋



◆“共生” の言葉に含まれる ”上下感覚”

「障害者のほうからは、『共に生きる』とかっていう言葉を使って
こなかった。今まで僕は使わなかったよね。僕はね、自己主張する
んだと、自分がここに生きているんだよということを、自己主張し
ていくんだということは言うけど、『共に生きる』って言葉は、他
の仲間は知らないけど、僕は使ったことないのね。『共に生きる』
っていう言葉の中に上下感覚、それを僕は感じているのね。」
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６. 真の共生社会をめざして

※出典：横田弘『障害者殺しの思想』（増補新装版）, 現代書館, 2015年, p.49

◆「障がい者」である前に「市民」である

ある社会がその構成員のいくらかの人々を閉め出すような場合､そ
れは弱くもろい社会なのである。障がい者は､その社会の他の異な
ったニーズを持つ特別な集団と考えられるべきではなく､その通常
の人間的なニーズ（生活を送るために必要なもの）を満たすのに特
別の困難を持つ普通の市民と考えられるべきなのである。

※出典：国連「国際障害者年行動計画」1979年



ご視聴ありがとうございました
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